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Ａ．研究目的 
がん医療において、がん拠点病院等のがん治療
施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の構
築が求められている。この課題の解決を目指し、
本研究では、全国の各地域で、がん緩和ケアの
ネットワークを構築し、関係者間の連携・調整
を担う人材として「地域緩和ケア連携調整員」
を養成する研修プログラムの開発を目的とする。
さらに、これらの人材を支援していく中央機能
のあり方についても検討し、全国でがんの地域
緩和ケアの提供体制の整備を進めていく包括的

な方策を提示していくことを目指す。 
 
Ｂ．研究方法 
全国の各地域においてがん医療における地域
緩和ケアの提供体制の構築を目的に、医療福
祉関係者のネットワーキングを進め、地域連
携会議の開催や地域の課題の抽出と解決に向
けた計画立案などの実務を担う地域緩和ケア
連携調整員を養成する養成プログラムを開発
し、そのプログラムの有用性について検証を
行う。研究班として作成された人材育成のた
めの養成プログラムを厚生労働省及び関係者
に提示し、研修の実施を支援する。平成２７
年度は、全国から、地域の特性を活かして地
域のがん医療ネットワークを構築し運用して
いる事例を収集した。地域連携に積極的に取
り組んでいる地域やがん医療における地域緩
和ケアに先駆的に取り組んでいる地域におい
て、地域内のネットワークの構築や関係者の
調整の実務を担っている者を対象に、インタ
ビューまたはフォーカスグループインタビュ
ーを実施し内容分析を行った。その結果をも
とに、地域でがん緩和ケアのネットワークを
構築していく地域緩和ケア連携調整員に求め
られる活動内容と有するべき資質を明らかに
した。さらに、その結果を踏まえて、「地域緩
和ケア連携調整員」養成プログラムの素案を
作成した。平成２８年度は、専門家パネルに
より養成プログラムの内容妥当性を検討し、
確定したプログラムに基づいて研修会を実施
した。そして、その実行可能性及び有用性に
ついて検討した。 

研究要旨 

がん医療において、がん拠点病院等のがん治療施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の構築が
求められている。この課題の解決を目指し、本研究では、全国の各地域で、がん緩和ケアのネット
ワークを構築し、関係者間の連携・調整を担う人材として「地域緩和ケア連携調整員」を養成する
研修プログラムの開発を目的とする。さらに、これらの人材を支援していく中央機能のあり方につ
いても検討し、全国でがんの地域緩和ケアの提供体制の整備を進めていく包括的な方策を提示して
いくことを目指す。平成 28 年度では、平成２７年度に実施した全国のがん緩和ケアのネットワーク
の取り組みに関するインタビューの詳細な分析を進め、、「地域緩和ケア連携調整員」に求められる
活動内容と有するべき資質について明らかにした。さらには、研修プログラムを確定し、それに基
づく研修会の効果についての検証を行ない、その有用性を確認した。 
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Ｃ．研究結果 
地域緩和ケア連携ネットワーク構築の具体的な
取り組みとして、「顔の見える関係づくり」「体
制作り」「地域づくり」の３段階があることが明
らかになった。そして、地域緩和ケア連携調整
員は、地域の中でこれらのステップが円滑に進
んでいくように活動していくことが重要である
ことが明らかになった。た。また、研究により
示された地域緩和ケア連携調整員に求められる
役割、知識を踏まえて作成された研修プログラ
ムに基づき、平成29年1月14日、15日（2日コー
ス）、平成29年2月11日（1日コース）に、2回の
研修会を開催した。参加者は183名、59チーム、
91施設（県拠点15か所、地域拠点41か所、地域(非
拠点病院・診療所・訪看ST・地域包括支援セン
ター・医師会など)35か所）であった。都道府県
で見ると33都道府県、職種別人数は医師30人、
看護師91人、SW62人(ケアマネ含む)であった。
研修後アンケートでは、研修の満足度は、受講
者の７割が満足していた。研修の効果として、
研修前後で比較すると地域連携における自信が
上がっていた。 
 

Ｄ．考察 
地域におけるがん緩和ケアの連携体制が構築さ
れていくモデルとして、①顔の見える関係づく
り、②体制づくり、③地域づくりのプロセスを
明らかにした。これらの取り組みを進めていく
ために、地域緩和ケア連携調整員は地域全体で、
がん緩和ケアを提供できる基盤を作っていくた
めの現場の担い手としての役割が期待される。
具体的には、地域のがん医療と緩和ケアに関す
る医療福祉機関、職能団体等が円滑に連携でき
るよう、関係者間を調整する活動を行う。地域
の課題抽出のための会議開催の準備、課題解決
に向けた取り組みの下書きの作成、年間計画案
の作成、地域内で取り決めたことの周知等を行
うことなどが想定された。地域の状況に応じて、
がん緩和ケアの地域連携のネットワークの単位
は柔軟に設定されるべきであるが、モデルとし
てネットワークの単位を 2 次医療圏を一つの単
位として考えた場合、地域緩和ケア連携調整員
の候補者は、2 次医療圏内のがん拠点病院の地
域連携担当者が中心となりつつ、医療介護総合
確保推進法に基づく医療介護連携支援センター
の連携担当者も協働できるよう働きかけていく
ことが重要であると考えられた。１つのネット
ワークの中に、がん拠点病院と地域の者で構成

される可能な範囲で複数名が地域緩和ケア連携
調整員の役割を担えることが望ましいこと、地
域緩和ケア連携調整員が活躍していくためには、
拠点病院の院長や医師会等の職能団体のバック
アップが不可欠である。また、資格としては、
地域緩和ケアについて地域全体を俯瞰しながら
活動していくことが想定されているため、地域
の緩和ケアの状況を把握している看護師や社会
福祉士が望ましいと考えられた。 
これらのことを踏まえて作成された研修プロ

グラムに基づいて実施された研修会では、全国
から多くの方から申し込みがあり、がん医療に
おける地域連携に対する関心の高さが伺えた。
研修の実行可能性や有用性については一定の効
果を確認できたが、更なる改善が必要であるこ
とも考察された。今後、より充実した研修にな
るようプログラムの見直しを行いつつ、全国の
がん医療における地域連携が円滑に進むための
支援方法を検討していくことが必要である。 
 
Ｅ．結論 

「地域緩和ケア連携調整員」に期待される
役割と有するべき資質を明らかにし、それに
基づき、地域でがん緩和ケアのネットワーク
を構築していくことを目的とした「地域緩和
ケア連携調整員」を育成するための研修プロ
グラムの開発を行った。平成 29 年 1 月と 2
月に研修を開催し、その実行可能性と有用性
を確認した。平成 29 年度は、研修修了者を
対象に、研修受講後の活動状況についての調
査を行い、養成プログラムの有用性について
さらなる検討を行う。 

Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
 なし 
2.学会発表 
 なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その
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Ａ．研究目的 
がん医療において、がん拠点病院等のがん治

療施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の
構築が求められている。本研究では、がん終末
期における地域連携について、先駆的に連携シ
ステムの整備を行っている地域を訪問し面接調
査を実施することで、地域におけるがん緩和ケ
アの提供体制づくりのための具体的な取組みや、
課題点を収集することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
個別ないしフォーカスグループによる面接調

査を行った。調査対象地域は、平成24年度に厚
生労働省が実施した在宅医療連携拠点事業にお
いて、積極的な取組みを行った地域、また、地
域緩和ケア連携に先駆的に取り組んでいる地域
として分担研究者からの推薦を受けた地域の中
から選出した。15都道府県17地域(二次医療圏)、
30名の医療者を対象に電話または対面で面接調
査を実施した。対象者の背景を表1にまとめる。 

 
表1 対象者背景 
地域 

(17ヶ所) 
東北2、北陸2、関東4、東海2、近畿
1、四国1、九州沖縄5 

施設 
(25ヶ所) 

拠点病院10、非拠点病院2、在宅3、
訪問看護2、医師会6、行政1、福祉1 

職種 
 

医師10、看護師7、SW(ケアマネ含
む)9、保健師1、事務(行政)3 

 
調査時間は60分〜90分程度であった。主な調

査項目は、(1)地域におけるがん緩和ケア連携の
状況、(2)がん緩和ケア連携推進のために行
ってきた取組み、(3)地域におけるがん緩和

ケア連携の課題とした。 
得られた録音はすべてテキスト化した後、内

容分析を行い、上記3点についてカテゴリーを作
成した。 
なお、調査実施に際しては、事前に口頭にて、

調査の目的・意義、調査の方法、調査への参加
の自由、個人情報の取扱い、調査組織について
説明を行い、書面にて同意を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
地域緩和ケア連携ネットワーク構築の具体的

な取り組みとして、「顔の見える関係づくり」「体
制作り」「地域づくり」の３段階に分けられた。 

 
１． 顔の見える関係づくり 
 顔の見える関係づくりにおいては、日常業務
における「一つ一つのケースを通した着実な関
係づくり」や既存のネットワークを活用し、「継
続的な勉強会やイベントを通した関係づくり」
という土台があり、そこに「堅苦しくない交流
の場を設ける工夫」や「急性期病院の医療者と
地域の医療者がお互いのカンファレンスに参加
し合う」などの工夫がされ、顔の見える関係が
構築されていた。 
 
２． 体制作り 
 体制作りにおいては、まず「連携体制の構築」
の中で、どこと連携をとるのかという連携先と
して、医師会や行政、地域の基幹病院や薬剤師、
地域包括支援センターを巻き込むという意見が
出ていた。さらに連携手法の工夫として、拠点
病院側としては、院内連携の強化や退院前カン
ファレンスがあがり、在宅医療者では、在宅の
様子を紹介元の病院へ報告する、地域包括支援
センターを巻き込み医療と介護をつなぐなどの

工夫も見られた。また、職種ごとのつながり
の活用が有効なものとしてあげられた。この
ような「連携体制の構築」を土台とし、「地

研究要旨 

本研究では、がん終末期における地域連携について、先駆的に連携システムの整備を行っている地
域を訪問し面接調査を実施することで、地域におけるがん緩和ケアの提供体制づくりのための具体
的な取組みや、課題点を収集することを目的とした。15 都道府県 17 地域(二次医療圏)、30 名の医
療者を対象に電話または対面で面接調査を実施し、(1)地域におけるがん緩和ケア連携の状況、(2)が
ん緩和ケア連携推進のために行ってきた取組み、(3)地域におけるがん緩和ケア連携の課題、の 3 点
についてカテゴリーの抽出を行った。 
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域の連携体制整備を担う組織づくり」が行われ
ていた。組織として実際には、部会や研究会、
～ネットワークと称され、その組織の中では、
会議や勉強会・症例検討会・研修会の開催、活
動報告や医療福祉従事者の情報共有支援が行わ
れていた。また、そのような組織を運営してい
く上での工夫として、多職種・複数人での運営
や世話人に有力者に入ってもらう、事務局の正
式な位置づけや事業費等を活用し財源を確保す
る、また地域内の研修やカンファレンスの調整
や広報を行っていた。 
 
３． 地域づくり 
地域づくりとして、まずは地域の課題を把握

することから始まる。「ニーズの把握・困りごと
の抽出」において、各職種へのヒアリングや市
民からのヒアリングを研修会や講演会において
アンケートで行い、課題の検討を行っていた。
それらをもとに、システムの整備を行い、地域
連携パスや在宅緩和パスの導入、リソースマッ
プ・カンファレンスシート・ケアマネージャー
用の事例集・ご当地ルールなどの「地域連携に
必要なツールの作成」や、電子カルテの共有シ
ステム、アウトリーチ体制、治療医と緩和ケア
医の併診体制、在宅での主治医・副主治医制な
どの「複数の医療機関が関わるシステムの整備」
を行っていた。さらに、連携時に必要な在宅依
頼時のシステムづくりや、医療者間のホットラ
イン整備、バックベット体制の整備、市民から
の相談窓口の設置、患者会ネットワークの支援
なども行われていた。 
また、地域づくりに重要な点として教育・啓

発があげられた。「医療福祉従事者への教育」と
しては、多職種連携を促しながら急性期病院の
医師や看護師に、在宅医療の必要性や看取りの
状況を知ってもらうことや、地域の医師に在宅
医療の啓発やスキルアップ研修を行う、行政向
けの研修を行う、介護職へ実地での教育があっ
た。在宅医療の経験豊富な施設が在宅医や看護
師の体験研修を受け入れるなど実践的に行われ
ているものや、医学生や看護学生のうちに講義
の中に在宅医療や緩和ケアについて取り入れる
などがあげられた。「市民向けの啓発」において
は、市民公開講座やシンポジウム、患者サロン
の開催、医療従事者が地域のイベント等に参加
するがあった。また、このような取り組みの効
果研究や公表などもあげられた。 
地域緩和ケア連携の仕組みをつくるにあたっ

ての課題としては、各職種が他の職種の仕事に
ついて知識がない、福祉の側から医療へつなげ
る敷居が高い、実際に顔を合わせて連携をする
にはマンパワーが不足している、患者・家族の
緩和ケアに関する知識が不足している、面識が

できても価値観の違いからスムーズな連携が阻
害されるという意見があげられた。 
 
Ｄ．考察 
地域におけるがん緩和ケアの連携体制構築の

ために、各地域において様々な取組みがなされ
ていた。多職種が顔合わせる場の設定、勉強会
の開催、合同のカンファレンスや共通カルテの
活用など、申請者らが過去に行った「緩和ケア
プログラムによる地域介入研究（OPTIM-Study）」
において重要であると報告された取組みと共通
する内容が複数抽出された。一方で、緩和ケア
連携の課題には、地理的な条件、地域のリソー
スとその特性、患者や住民の意識などの地域差
が大きく、全国において画一的な体制整備を行
うのではなく、各地域がその特徴や状況を的確
に把握した上で、対策を検討することが重要で
あると考えられた。 
 
Ｅ．結論 
地域におけるがん緩和ケアの連携体制整備と

して、複数の地域に共通する内容と、地域によ
って異なる内容が抽出された。地域緩和ケア連
携調整員育成の際には、本調査から得られた結
果を参考に、参加者が自地域における課題を把
握し、解決策を検討することが有用であると考
えられる。 
 
Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
 なし 
2.学会発表 
 なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 
 分担研究報告書 

 
地域におけるがん緩和ケアを促進するツールと教育に関する研究 

 
研究分担者 木澤義之 

神戸大学大学院医学研究科・内科系講座・先端緩和医療学分野・緩和医療学 特命教授 
 

研究協力者 平沼 里紗 
国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援部 特任研究員 

 
Ａ．研究目的 
がん医療において、がんと診断された時から

緩和ケアが提供でできるよう体制を整えること
が求められている。緩和ケアを必要とする患者
や家族が安心して転院や在宅医療に移行するた
めに、地域連携の促進を図るためのツールとし
て緩和ケア地域連携パスが作成された。しかし、
緩和ケア地域連携パスは地域の特性を踏まえて
作成されるものであり、それぞれ特徴を有して
いる。そこで、本研究では緩和ケア地域連携パ
スの運用体制を把握することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 インターネットのウェブ検索を用いて、各県
や病院独自の緩和ケア地域連携パスの運用方法
やパスの違いを検討した。調査対象は、47都道
府県各々が作成した県統一の緩和ケア地域連携
パスと、がん診療連携拠点病院、地域がん診療
病院、特定領域がん診療連携拠点病院の427施設
の緩和ケア地域連携パスである。各都道府県の
緩和ケア地域連携パスにおいては、「都道府県名
／緩和ケア地域連携パス」等の検索ワードでウ
ェブ検索をし、都道府県のホームページ内から
緩和ケア地域連携パスについても検索した。が
ん診療連携拠点病院等においては、各病院のホ
ームページ内に掲載しているかを検索し、病院
独自の緩和ケア地域連携パスが掲載していた場
合には新たに独自の緩和ケア地域連携パスとし
て抽出した。 
 
Ｃ．研究結果 
 県統一の緩和ケア地域連携パスは47都道府県
中12の都道府県でウェブ掲載をしていた。た

だし、福島県においては県中と県北に分かれて
いた。緩和ケア地域連携パスとするツールは、
「県中地域在宅緩和ケア地域連携パス」「県北地
域在宅緩和ケア地域連携パス」「東京都緩和ケア
連携手帳〜わたしのカルテ〜」「がん診療サポー
トパス」「やわらぎ日記」「やわらぎ日記 別冊
患者・家族用読本」、「滋賀県緩和ケア地域連携
クリニカルパス 医療者用」、「滋賀県緩和ケア
地域連携クリニカパス 私のカルテ」等があげ
られた。 
 がん診療連携拠点病等においては、427施設の
うち5施設でウェブ掲載していた。なお、その内
の2施設においては県統一の緩和ケア地域連携
パスであり、残りの3施設は病院独自の緩和ケア
地域連携パスであった。病院独自の緩和ケア地
域連携パスでは「IDAS緩和ケア連携ツール」「在
宅緩和ケア地域連携パス」「有明緩和ネットワー
ク・地域連携パス」があげられた。 
 パスによっては患者自身で記入し冊子として
使用するパスや、患者用と医療者用で対になっ
ている冊子のパス、地域連携している施設間で
郵送し医療者のみが使用するパス等、様々な緩
和ケア地域連携パスがあることが明らかとなっ
た。また、緩和ケアに特化したパスや、在宅用
の緩和ケアを中心としたパス等、焦点を当てて
いる箇所の違いも見受けられた。 
 
Ｄ．考察 
 緩和ケアにおける地域連携を促進するために、
県や病院独自の緩和ケア地域連携パスが作成さ
れ、様々な取り組みが行われていることが明ら
かとなった。しかし、実際のパスの運用状況や

運用した症例数、パスの種類ごとの利点

研究要旨 

本研究では、地域連携の促進を図るため、緩和ケア地域連携パスの運用体制を把握することを目的
とした。インターネットのウェブ検索を用いて、各都道府県が作成した緩和ケア地域連携パスと、
がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院および、特定領域がん診療連携拠点病院の 427 施設独自
で作成した緩和ケア地域連携パスの作成状況の調査を進め、12 種類の都道府県統一のパスが作成さ
れていることが明らかになった。 
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や課題は明らかとなっていない。これらを明確
にするため、今後さらなる検討が必要だと考え
られる。 
 
Ｅ．結論 
 緩和ケア地域連携パスとして、県統一のパス
や病院独自のパスが明らかとなり、様々なパス
が抽出された。パスの種類やパスの使用対象者
および緩和ケアにおける転院や在宅等のどの焦
点に当てているかは一致しておらず、各々の利
点や課題も明らかとなっていない。本研究から
得られた内容をもとに、緩和ケア地域連携パス
の運用体制に関する研究を引き続き進めて行く
予定である。 
 
Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
 なし 
2.学会発表 
 なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1. 特許取得 
2. 実用新案登録 
3. なし 
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厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 

 分担研究報告書 
 

地域におけるがん緩和ケアに関する連携と教育に関する研究 
 

研究分担者 川越正平 
あおぞら診療所  院長 

 
研究分担者 福井小紀子 

日本赤十字看護大学大学院・地域看護学分野 教授 
 

研究協力者 山谷佳子 
国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援部 特任研究員 

 
Ａ．研究目的 
本研究では、平成28年度に行われた地域緩和

ケア連携調整員研修の第一回目に参加した74人
分のワークシートを分析することで、地域にお
ける緩和ケア連携の教育に関する課題を抽出す
ることを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
平成28年度に行われた地域緩和ケア連携調整

員研修第一回目に参加した74人分のワークシー
トから、地域の緩和ケア連携関する課題のうち、
教育に関わる課題を抽出した。 
参加者74人の背景を以下、表1にまとめる。 
 
表1．参加者背景 
地域 北海道・東北2、関東4、東海3、近畿3、

中国4、四国3、九州2 
計21都道府県 

施設 県拠点10か所、地域拠点15か所、非拠
点３か所、地域の診療所・訪看ST・地
域包括など10か所 

職種 
 

医師12人、看護師38人、SW24人(ケアマ
ネ含む) 

 
Ｃ．研究結果 
●急性期病院 
医師に対して： 
「患者・家族へ説明する技術不足」や「治療の
辞め時の見極め」、「在宅医療の知識不足」とい
う課題があがった。特に「在宅医療の知識不足」
には、在宅移行での成功体験が少ないことがあ
るのではないかということで、在宅移行成功事
例や在宅移行後の患者の経過などのフィードバ 
 

ックを地域側に積極的に働きかけ、共有してい
くことで改善できるのではないかという意見が
みられた。 
 
メディカルスタッフに対して： 
「終末期患者に対する認識不足」や「在宅医療
の知識不足」などがあり、医療者側が在宅医療
は無理だという判断をしてしまいがちであると
いう課題があった。また、まず院内連携ができ
ていないという意見があり、緩和ケアや在宅医
療に対する一定の共通理解や終末期医療におけ
るコンセンサスを得られるような教育を行って
行く必要があると考えられる。 
 
●在宅医療 
在宅医に対して： 
「緩和ケアのできる在宅医が少ない」という課
題に対して、緩和ケアの教育を行い看取りので
きる在宅医を育成していくことが求められてい
るが、実働していくためには病院のバックアッ
プ体制や在宅医同士の支援体制の構築が必要で
あるとの意見がみられた。 
また、かかりつけ医に対しても緩和ケアの理解
を深めてもらう機会が必要であるとの意見があ
った。 
福祉従事者に対して： 
ケアマネージャーやヘルパーには「がん患者へ
の苦手意識」があることや「スキルの差」があ
ることが課題としてあがった。これに対し、が
ん患者の対応に慣れている同業者や訪看がペア
を組み実地で教育を行いながら成功体験を積み
重ねていく必要があるとされた。 
 
●医療従事者全体に対して 
「急性期病院が積極的に訪問看護ステーション

や在宅医等と顔の見える関係を作っていく

研究要旨 

本研究では、平成 28 年度に行われた地域緩和ケア連携調整員研修において提出されたワークシー
ト 74名分に記入された「自分の地域の緩和ケア連携における課題」と「自分の地域の取り組みの良
いところ」について分析を行った。そこから、地域における緩和ケア連携の教育に関する課題を抽
出した。 

-7- 



ことで、在宅緩和へのスムーズな移行ができる
のではないか」といった意見が聞かれ、拠点病
院が積極的に地域に働きかけていく姿勢が重要
であることが報告された。さらに、医療福祉従
事者全体において、「終末期の患者の意思決定支
援の知識の普及が望まれる」ことや、いずれの
段階においても「患者の思いや受け止め方の確
認が必要」であることが報告された。必要」で
あることが報告された。 
 
 
●患者・家族に対して 
在宅移行を困難にする要因の一つに、「患者・

家族の病院(入院)志向が強い」という課題があり、
これに対し、市民へ在宅療養に向けた体制や価
値の啓発が必要であるとされた。 

 
●教育の在り方について 
「急性期病院のスタッフと在宅医療のスタッ

フが共に学べる場」、「多職種が一同に集まり話
し合える場」が必要であるとの声の一方で、「勉
強会や研修会を開いても参加するメンバーが毎
回同じ」であることや、地域の中で「研修会等
が重なる」という課題、また「質の評価を何で
測るのか」といった意見もあった。 

 
Ｄ．考察 
地域におけるがん緩和ケアを推進する上で、

急性期病院側の教育の問題として、在宅医療に
移行するときのタイミングが遅いという問題に
おいて、治療の辞め時や患者家族への伝え方の
教育が必要であり、アドバンス・ケア・プラン
ニング等の知識の普及が必要とされた。また、 
急性期病院の医療従事者に在宅医療に対する

正しい知識がないという問題では、在宅移行成
功事例や在宅移行後の患者の経過などのフィー
ドバックを地域側に積極的に働きかけ、共有し
ていくことで改善できるのではないかと考えら
れた。 

 
地域の在宅医療に関わる関係者に対する教育

においては、地域におけるがん緩和ケアを推進
する上で、がんの終末期医療に携わる機会の多
くない在宅医や福祉介護職の教育不足が妨げと
なることが、いずれの地域においても述べられ
た。これらの職種に対する体系的な教育機会は
非常に少なく、地域の中で急性期病院の専門職
や地域の医師が積極的に教育の場を提供するこ
とで、課題の解決をはかっている地域があるこ
とが明らかとなった。その方法として、勉強会
やカンファレンスのみならず、実地における症
例を通した研修の機会を重ねることが、知識の

不足を補うとともに、抵抗感の低減にも役立つ
ことが報告された。 
 
Ｅ．結論 
地域連携に関する教育の課題および解決策が

抽出された。本調査から得られた結果を参考に、
各地域のリソースに応じ、地域における教育体
制を整備することが期待される。またあわせて、
国レベルでの体系的な教育のシステムについて
も、今後検討が必要であると考えられる。 

 
Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 
 

Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
  なし 

2.学会発表 
  なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
 なし 
2. 実用新案登録 
 なし 
3. その他 
 なし 
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厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 
 分担研究報告書 

 
地域におけるがん緩和ケアをコーディネートする人材のあり方に関する研究 

 
研究分担者 山岸暁美  

慶應義塾大学 医学部 衛生学公衆衛生学教室 講師（非常勤） 
 

研究協力者 山谷佳子 
国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援部 特任研究員 

 

 
Ａ．研究目的 
がんの終末期における地域緩和ケア連携の体

制づくりを担う者として、地域緩和ケア連携調
整員を育成していくことが厚生労働省の方針と
して定められた。その方針を受け、地域緩和ケ
ア連携調整員に期待される資質および知識、技
能等を整理することが求められている。本研究
では、がん終末期における地域連携について、
先駆的に連携システムの整備を行っている地域
を訪問し面接調査を実施することで、地域緩和
ケア連携調整員に相当する役割を担ってきた人
材が、具体的に行ってきた活動について収集す
ることを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
個別ないしフォーカスグループによる面接調

査を行った。調査対象地域は、平成24年度に厚
生労働省が実施した在宅医療連携拠点事業にお
いて、積極的な取組みを行った地域、また、地
域緩和ケア連携に先駆的に取り組んでいる地域
として分担研究者からの推薦を受けた地域の中
から選出した。15都道府県17地域(二次医療圏)、
30名の医療者を対象に電話または対面で面接調
査を実施した。調査時間は60分〜90分程度であ
った。主な調査項目は、(1)地域において施設同
士を結びつける役割を担ってきた人材の有無、
(2)具体的なその活動内容、(3)地域緩和ケア連携
調整員に求められる資質や知識、とした。 

 
得られた録音はすべてテキスト化した後、内

容分析を行い、上記3点についてカテゴリーを作
成した。 

 
なお、調査実施に際しては、事前に口頭にて、

調査の目的・意義、調査の方法、調査への参加
の自由、個人情報の取扱い、調査組織について
説明を行い、書面にて同意を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
１．地域において施設同士を結びつける役割を
担ってきた人材の有無 
地域連携に関して先駆的な取組みが行われ、

病院と在宅、医療と福祉などが有機的に連携を
はかる体制が構築されている地域においては、
地域緩和ケア連携調整員と類似の役割を担う者
が1名ないし数名存在していることが報告され
た。 

 
２．具体的なその活動内容や地域緩和ケア連携
調整員に求める役割 
具体的な活動には、「関連する医療機関や行政、

福祉機関をまわり情報収集、情報提供を行う」、
「地域の関係者が集まる会議の企画運営を行
う」、「地域の課題に関するアンケートを行う」、
「地域のリソースについて情報を収集する」、
「関連会議の日程を調整する」などがが抽出さ
れた。 
求められる役割として、「組織や仕組みづくり

のマネジメント」、会議等の日程調整や研修の企
画、開催などの「会議や研修の運営」や「地域

研究要旨 

本研究では、がん終末期における地域連携について、先駆的に連携システムの整備を行っている
地域を訪問し面接調査を実施することで、地域緩和ケア連携調整員に相当する役割を担ってきた人
材が、具体的に行ってきた活動について収集することを目的とした。15 都道府県 17 地域(二次医療
圏)、30 名の医療者を対象に電話または対面で面接調査を実施し、(1)地域において施設同士を結び
つける役割を担ってきた人材の有無、(2)具体的なその活動内容や地域緩和ケア連携調整員に求める
役割、(3)地域緩和ケア連携調整員に求められる資質や知識、の 3 点についてカテゴリーの抽出を行
った。 
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の課題の抽出と整理」、「関係者間の目標共有や
周知」があげられた。また、医師会や行政、地
域の医療福祉従事者とのつなぎ役や調整役を求
められていた。 
３．地域緩和ケア連携調整員に求められる知識
や資質 
 地域緩和ケア連携調整員に「求められる知識」
の内容として、がん医療・緩和ケアの知識、急
性期病院(医療)と在宅(生活・福祉)両方の知識、
連携方法やネットワーク作りのノウハウ、会議
運営の知識、医療福祉の制度やケアプランの知
識、倫理問題の知識や患者の心理的変化に対す
る知識が抽出された。 
 「求められる能力」として、まわりを立てな
がら調整をしていく関係調整力やコミュニケー
ション能力、他職種への理解や治療医への配慮、
中立的な立場や視点、自ら働きかけていく行動
力が抽出され、他にも信頼を得る誠実な対応や
熱意、忍耐力、業務量の調整などの自己管理能
力が求められていることが分かった。さらに、
「望まれる地域との関係」として、地域での活
動実績があり、地域の状況を理解している人物
があげられた。 
さらに、地域緩和ケア連携調整員としての「望

まれる属性」については、医療ソーシャルワー
カー、行政の職員、看護師と福祉職のぺアであ
ること、一職種ではない複数制などがあげられ、
1人の人物がその役割を担うのではなく、ペアな
いしは複数人でチームを組み対応していくこと
が望ましいことが分かった。また、実際に連携
調整を行う時の地域緩和ケア連携調整員の「望
まれる位置づけ」として、専従で動けることや
長期的な活動の従事、公的な立場、医療圏単位
や緩和ケアセンターへの配属が望ましいとされ
た。 
実際の地域緩和ケア連携調整員は看護師や社

会福祉士が適していると思われるが、その後ろ
盾として、行政や病院のバックアップ体制や医
師会や医師がつく環境が期待されることが分か
った。 

 
Ｄ．考察 
地域緩和ケア連携調整員に求められるものと

して、知識や能力、望まれる属性や位置づけな
どが明らかとなった。また、地域緩和ケア連携
調整員になる人材の職種や所属については、各
地域の事情にあわせて柔軟に対応することが望
ましいと考えられた。 

 
Ｅ．結論 
地域緩和ケア連携調整員のあり方として、類

似の役割を担ってきた人材の活動内容および資
質が抽出された。地域緩和ケア連携調整員と同

等の役割を担っている人材のいる地域は少なく、
今後普及を行っていくためには、本調査から得
られた内容をもとに、研修プログラムを組み立
てることが必要である。 

 
Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
 なし 
2.学会発表 
 なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 

 分担研究報告書 
 

地域におけるがん緩和ケアをコーディネートする人材の育成と支援に関する研究 
 

研究分担者 吉田沙蘭  
東北大学大学院教育学研究科 人間発達臨床科学講座 臨床心理学分野 准教授 

 
研究協力者 山谷佳子  

国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援部 特任研究員 
 

 
Ａ．研究目的 
がんの終末期における地域緩和ケア連携の体

制づくりを担う、地域緩和ケア連携調整員が設置
されることが決定した。平成28年度より、その
育成が開始することが決まり、地域緩和ケア連携
調整員に期待される資質および知識、技能等を整
理することが求められている。本研究では、地域
緩和ケア連携調整員の育成を目的とした教育研
修プログラムを開発する。 
 
Ｂ．研究方法 
他の分担研究者が実施した面接調査の結果を

元に研修プログラムを開発する。 
 

Ｃ．研究結果 
以下に、研修プログラムを示す。 
 
研修目的： 
地域全体で、がん患者が適切な緩和ケアを受け

るとともに人生の最終段階において可能な限り
意向に沿った療養ができる体制を構築していく
ために、地域の中での顔の見える関係づくりを促
し、地域内の関係者が地域の課題を抽出し解決に
向けて取り組んでいけるよう、地域の医療福祉従
事者間の連携体制を築いていく活動を行う人材
を育成する 
 
研修対象： 
① がん診療拠点病院で退院調整や地域連携の仕

事に日頃から従事しているもの(看護師やソ
ーシャルワーカーなど)  

② がん診療拠点病院の相談室、連携室等の連携
業務を行う部門の責任者(部長、室長など)  

③ 地域の病院、在宅療養支援診療所、訪問看護
ステーション、ケアマネージャーなどの医療
従事者  

※参加者は、原則①と②を含む2名以上とする。

また、可能な限り③を含めたチームでの参加を推
奨 
 
プログラム： 

講義 
１．本研修の趣旨説明 
２．OPTIMプロジェクトや在宅医療連携拠点
事業から現在の政策までの流れ、全体像 
３．拠点病院側が地域連携を進めるためのポイ
ント～拠点病院が地域包括ケアを進めていく
ための視点～ 
４．在宅医療の実際と病院に求める地域連携 
５．アドバンス・ケア・プランニング 
６．地域緩和ケア連携調整員の役割 
７．全国の事例紹介 
８．緩和ケアの充実に向けた「泉州地域連携検
討会」について(事例) 

演習 
グループワークⅠ：他の隣地域とのディスカッ
ション 
グループワークⅡ：同職種での意見交換会 
グループワークⅢ：申込単位や近隣の地域での
グループ作業 (行動計画書の作成) 
 
研修参加者： 
参加者183名、59チーム、91施設 
 
参加施設： 
県拠点15か所、地域拠点41か所 
地域(非拠点病院・診療所・訪看ST・地域包括支
援センター・医師会など)35か所 
 
参加地域： 
33都道府県 

研究要旨 

本研究では、地域緩和ケア連携調整員の育成を目的とした教育研修プログラムを開発する。本年
度はプログラム開発の準備段階として、関係するテーマに関する面接調査を実施した（各分担研究
者の報告書参照）。面接調査から得られた結果をもとに、本年度プログラムの開発および試行を行っ
た。 
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職種別人数：医師30人、看護師91人、SW62人(ケ
アマネ含む) 
 
プログラムの評価： 
第一回目と第二回目の研修事後アンケートによ
る研修の満足度では、受講者の７割は満足してい
た(表1)。研修の効果において、研修前後で比較
すると地域連携における自信も上がっていた(表
2)。 
 
表１ 

 (range : １．満足 ２．まあ満足 ３．あまり満足していな
い ４．不満足) 

 
表2 (n=181) 

(range : 1．そう思わない ２．あまりそう思わない ３．少し
そう思う ４．そう思う 5.とてもそう思う) 

 
研修の感想： 
アンケートの自由記述からは、「患者さんが安心
して地域で暮らしていくためには、多くの人たち
の助けが必要であることが分かった。改めて顔の
見える関係の構築の大切さを考えることができ
た」といった意見や「地域の問題を考える機会に
なった。他職種の人と話ができて良かった」、「自
分たちの地域でやるべきことのイメージが明確
になり、ネットワーク構築を手掛けるきっかけと 
なった」、「他施設の状況、意見交換でき役に立ち
ました。今後、課題を明確にし、具体的な解決策
をタイムスケジュールを立てて実践していきた
い」といった意見が聞かれた。 
 
Ｄ．考察 
プログラム開発にあたっては、本年度実施した面
接調査の結果（各分担研究者の報告書参照）およ
び研究者間でのディスカッションを元にプログ

ラム案を作成し、複数の立場の専門家から成る地
域緩和ケア連携調整員研修専門家パネルを設置
し、パネルでの意見をもとに修正を加えた後、パ
イロット版の研修会を施行した。パイロット版の
研修開催を平成28年度中に2回行い、参加者や講
師の方々より一定の評価を得るに至った。今後は、
来年度の開催に向け、再度地域緩和ケア連携調整
員研修専門家パネルで検討した後、必要に応じて
プログラムの再修正を行っていく予定である 
 
Ｅ．結論 
今後引き続き研究を進め、研修会において、地域
緩和ケア連携調整員の候補者である受講者が、期
待される役割について学び、それぞれのネットワ
ークの現状を把握し、課題を整理したうえで、ネ
ットワークの中での組織作りと課題解決の方法
について検討することができる効果的な研修プ
ログラムの作成を行っていく。 
 
Ｆ．健康危険情報 
特記すべきことなし 
 

Ｇ．研究発表 
 １.論文発表 
  なし 
 ２.学会発表 
  なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 １.特許取得 
  なし 
 ２.実用新案登録 
  なし 
 ３.その他 
  なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研修全体の満足度 ｎ数 平均 

第 1回(2 日コース) ｎ＝74 1.42 

第 2 回(1 日コース) ｎ＝111 1.75 
総計 ｎ＝185 1.62 

地域連携における
自信 

研修前 
平均 

研修後 
平均 

P 値 

地域の他の職種の
役割を理解してい
る自信がある 

3.12 3.44 0.000 

地域の他の施設の
医療福祉従事者と
気軽にやりとりが
できる自信がある 

3.23 3.57 0.000 

がん患者に適切に
関わる自信がある 

3.13 3.45 0.000 
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地域緩和ケア連携調整員研修プログラム内容 
【研修目的】 
地域全体で、がん患者が適切な緩和ケアを受けるとともに人生の最終段階において可能な限り意向に沿った療養
ができる体制を構築していくために、地域の中での顔の見える関係づくりを促し、地域内の関係者が地域の課題を
抽出し解決に向けて取り組んでいけるよう、地域の医療福祉従事者間の連携体制を築いていく活動を行う人材を
育成する。 
 
【開催日程】 
 基本は 2 日間日程で行う。1 日目は午後から始まり、講義と GWⅠ・Ⅱを行い、2 日目は午前中に講義(事例)
と GWⅢを行う 
 
【研修対象者】 
① がん診療拠点病院で退院調整や地域連携の仕事に日頃から従事しているもの(看護師やソーシャルワーカー

など) 
② がん診療拠点病院の相談室、連携室等の連携業務を行う部門の責任者(部長、室長など) 
③ 地域の病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、ケアマネージャーなどの医療従事者 
※参加者は原則①と②を含む 2 名以上とする。また、可能な限り③を含めたチームでの参加を推奨 
【プログラム内容と趣旨】 

講義 
時間 単元名 趣旨・目標 
20 分 本研修の趣旨説明 ・国の考えや政策の流れを知り、本研修の背景を把握する 

・現在の地域緩和医療連携の課題を認識する 
40 分 OPTIM プロジェクトや在宅医療連携拠点事業

から現在の政策までの流れ、全体像 
・OPTIM プロジェクトの成果から地域連携の必要性を学ぶ 
・OPTIM から現行の事業や法律への流れ、政策の全体像
を学ぶ 

40 分 拠点病院側が地域連携を進めるためのポイント 
～拠点病院が地域包括ケアを進めていくための
視点～ 

・拠点病院側が地域と関係を築いていく上での注意点、ポイ
ントを学ぶ 
・院内連携の視点から、地域包括ケアの基礎を学ぶ 

40 分 在宅医療の実際と病院に求める地域連携 ・がん患者の在宅医療、看取りの実際を知る 
・在宅医療の中で急性期病院に求められる地域連携の在り
方を知る 

40 分 アドバンス・ケア・プランニング 
人生の最終段階における患者の意思を尊重した療養生活
を実現させるために医師を含む多職種が取り組むべきことを
知る 

30 分 地域緩和ケア連携調整員の役割 ・地域緩和ケア連携調整員の必要性を認識する 
・地域緩和ケア連携調整員が地域の中でどんな役割を担お
うとしているのかを把握する 
・地域の問題を俯瞰的に捉える視点を学ぶ 

20 分 全国の取り組み紹介 ・様々な地域の課題や取り組みを知る 
・各地の課題解決ツール紹介することで、自分の地域に役立



つものを持ち帰える 
50 分 緩和ケアの充実に向けた「泉州地域連携検討

会」について(事例)  
・会議の企画から開催までの流れ、実際の会議
の運営、会議の結果 
・会議開催のポイント 

実際に行われた地域会議の解説により、 
・会議の流れを具体的イメージできる 
・地域会議の有用性を理解する 
・他の地域の事例から、自分の地域と重なる部分を探す 
・会議開催等の運営に関わる事務局仕事やそのポイントを
知り、会議開催に向けての具体的な動きを学ぶ 

演習 
時間 単元名 趣旨・目標 
45 分 グループワークⅠ：近隣地域とのディスカッション 

他の地域の課題や取り組みを知り、自分の地
域を振り返る 

① 自分の地域で一番の課題または、良い
取り組みを紹介 

② 他の地域の話を聞き、自分の地域の課
題や強みを整理(5 分程度) 

・他の地域の課題を共有し、自分の地域との比較や共通点
の発見 
・近隣地域の参加者と話し合うことで、お互いの考えや事情
を知り、連携しやすくなる 
・所属機関をこえた地域としてのチーム、同胞意識の形成に
つながる 
・地域の課題抽出だけでなく現状整理や地域の強みを把握
する 
・地域全体で取り組むことの重要性の認識 

45 分 グループワークⅡ：同職種での意見交換会 
 職種別での緩和ケア連携における悩みや情
報交換 

・他の地域で活躍する同職種者とコミュニケーションをとること
で、全国的な情報を得る 
・同職種でのエンパワメントをはかる 
・他の地域との情報交換を行うことで地域差を知り、自分の
地域に役立つものを持ち帰える 

120
分 

グループワークⅢ：申込単位や近隣の地域での
グループ作業 

① グループワーク１で考えた地域の課題を
記入(話し合い 2～３選定) 

② 地域全体の目指す姿を考える 
③ 地域の関係者(キーパーソンとなる人物

など)を挙げる 
④ ②を実現させるためにはどんな取り組み

が必要か 
⑤ 具体的な行動計画を考える 
⑥ 目標達成時期を記入 (一年計画) 
⑦ 各地域のワークシートを壁に張り出し、

各自自由に見て回る(ポスター形式での
発表を兼ねる) 

⑧ 自分の地域で再度集まり、修正 
 

・今までの講義、グループワークから学んだことを参考に、自分
の地域の課題をまとめ、客観的に把握する 
・目指す地域の理想の形を考え、ゴールをイメージする 
・課題を解決するために必要なことを考える 
・自分の地域のキーパーソンを考え、協力を打診したい団体
やコミュニティーなどを想定する 
・課題解決に向けて、どのような準備が必要か実際に計画を
立て、計画書を作成することで、具体的なプラニングができる 
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木澤義之他 今後のことを話しあおう レジデント 9巻7号 96-100 2016 

島田麻美,木澤義之 前立腺癌有痛性骨転移患者の疼痛緩和におけ
るオピオイドの匙加減 

薬局 67巻11号 85-90 2016 

川越正平、秋山正子、
小島操、宇都宮宏子 

【座談会】「帰って来られる地域」とは？病院
／在宅の枠を超え、がん患者さんを支えたい 

訪問看護と
介護 

17(4) 314-423 2015 

藤田淳子、福井小紀
子、岡本有子 

過疎地域における医療・介護関係者の終末期ケ
アの実態と連携に関する調査 

日本公衆衛
生学会誌 

63(8) 416-423 2016 

福井小紀子 エビデンスを作り、人々の役に立つ研究をめざ
す 

看護研究 49(6) 490-493 2016 

福井小紀子 機能強化型訪問看護ステーションが地域をつ
なぐ 

訪問看護と
介護 

21(7) 506-516 2016 

福井小紀子 機能強化型ステーションとして“地域”の力を
強化する 

訪問看護と
介護 

21(7) 535-542 2016 



辻村真由子，福井小紀
子, 藤田淳子, 池崎澄
江, 乙黒千鶴 

“顔の見える関係”ができたあとの多職種連携
とは?：各職種と遺族による自由回答から見え
てきた連携のポイント 

訪問看護と
介護 

21(3) 224-228 2016 

池崎澄江, 福井小紀
子, 藤田淳子, 乙黒千
鶴, 辻村真由子 

“顔の見える関係”ができたあとの多職種連携
とは?：遺族から見た多職種連携評価 

訪問看護と
介護 

21(2) 148-152 2016 

藤田淳子, 福井小紀
子, 乙黒千鶴, 池崎澄
江, 辻村真由子 

“顔の見える関係”ができたあとの多職種連携
とは?：多職種連携における職種別の特徴 

訪問看護と
介護 

21(1) 62-67 2016 

福井小紀子, 乙黒千
鶴,藤田淳子,池崎澄江,
辻村真由子 

“顔の見える関係”ができたあとの多職種連携
とは?：第2回 地域別×職種別でみる多職種連
携の強み 

訪問看護と
介護 

20(12) 1021-102
7 

2015 

福井小紀子,藤田淳子,
池崎澄江,辻村真由子,
乙黒千鶴 

“顔の見える関係”ができたあとの多職種連携
とは?：第1回「連携」の中身を評価しよう 

訪問看護と
介護 

20(11) 936-942 2015 

藤田淳子、福井小紀
子、池崎澄江 

在宅ケアにおける医療・介護職の多職種連携行
動尺度の開発 

厚生の指標 62(6) 1-9 2015 

福井小紀子,宮崎和加
子,倉地沙織,吉原由美
子,上野桂子,藤田淳子 

訪問看護事業所向け自己評価ガイドラインの
作成：看取りや医療ニーズの高い療養者を支え
るための事業所の質向上をめざす標準的指針 

コミュニテ
ィケア 

17(12) 50-59 2015 

福井小紀子 地域終末期ケアを支える医療と介護の連携評
価尺度の開発と職種別の特徴～顔の見える関
係力、連携意識力、連携行動力の３つのレベル
に分けて～ 

地域ケアリ
ング 

17(10) 93-97 2015 

福井小紀子 看護小規模多機能型居宅介護の現状と課題 訪問看護と
介護 

20(8) 676-682 2015 

福井小紀子、齋藤訓
子、柏木聖代ら 

「訪問看護出向システム」から地域全体での看
護人材の確保･育成策を考える 

看護管理 25(8) 681-687 2015 

由井千富美、福井小紀
子 

先進事例に学ぶ在宅医療･介護連携推進事業－
在宅看取りを可能にする地域包括ケア体制を
構築：川上村の取り組み． 

保健師ジャ
ーナル 

71(7) 588-593 2015 

山岸暁美,久部洋子,山
田雅子, 高橋 則子、
鎌田 良子、福井 小
紀子、石渡 リキ 

在宅の視点のある病棟看護尺度の開発 看護管理 25(3) 248-254 2015 

山岸暁美,森田達也, 
川越正平, 清水恵, 小
澤竹俊, 安恵美, 小早
川誠, 恒藤暁, 志真泰
夫 

宮下光令終末期がん患者に在宅療養移行をす
すめるときの望ましいコミュニケーション：多
施設遺族研究; Talking about home hospice
 with terminally ill cancer patients: multi
center bereaved family survey 

癌と化学療
法 

42(3) 324-330 2015 

 


